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はじめに

 子育て援ຓ活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）は、ᖹ成㸴年から国の事業と

してጞまり、令和３年度には㸷㸵㸯ᕷ༊⏫ᮧが実施する（஺௜㔠࣋ーࢫ）など、ᆅᇦの子育て支援

をᢸう事業として╔実に広がりをみࡏ、ᑡ子໬社会対策大⥘等に࠾いても、ᆅᇦに࠾ける┦஫援ຓ

活動の᥎㐍がㅻわれるなど、社会的に㔜要な事業となっている。 

 ファミリー・サポート・センター事業は、ᆅᇦの「こども」をまんなかに、ᆅᇦఫẸがᆅᇦの子

育てを見Ᏺり、支え合うことで、ᆅᇦの子育て力がᇵわれ、ᆅᇦの人々がࡺるやかにࡘながってい

く活動である。 

ファミリー・サポート・センター事業では、預かるこどもの年齢のቨはない。⏕まれてすࡄのங

ඣᮇから、ᆅᇦで育ࡕ⮬❧していくまでのᖜ広い年齢層を࢝バーしている。�

ファミリー・サポート・センター事業が行う援ຓは、ཎ๎として、預かる理⏤は問わない。保護

者のᑵ業の᭷無も問わない。こどもの㞀がいの᭷無も問わない。ሿや⩦い事への㏦㏄も行う。⑓

ඣ・⑓ᚋඣの預かりも行う�一部センター�。まさに、ᆅᇦの多様な子育て支援のࢽーࢬに対応し、

᪤Ꮡのไ度とไ度の㝽㛫をᇙめるᰂ㌾ᛶにᐩんだしくみであり、他の子育て支援事業とは一⥺を⏬

す大変ࣘࢽーࢡな事業である。ఱより、そのᢸい手が、他の子育て支援事業のように保育の᭷㈨᱁

者ではなく、一⯡のᆅᇦఫẸであることが、大変≉ᚩ的である。 

しかし、฼用するഃの「依頼会員」は年々増加していく୰、ᢸい手となる「提供会員」は、㧗齢

໬が㐍み、ῶᑡの一㏵を㎺っている。その一方で、㓄៖の必要な家庭からの依頼も増え、対応には

他機関との連携体ไが必要となるなど、本来のࣛ࣎ン࢕ࢸア的な活動の⠊␪を㉸え、提供会員への

㈇ᢸをかけるような依頼もཷけているのが実᝟である。 

そこで、令和３年度の調査研究事業に࠾いてึめて、提供会員の確保及び㓄៖の必要な家庭への

支援等の課題への対応策をࢸー࣐とした実態調査を行った。その結果、「提供会員が不足している」

と感じているアドバイザーが実に㸷๭となって࠾り、提供会員の不足が全国的な課題として認識さ

れていることがわかった。加えて、多様な⫼ᬒを持ࡘ家庭への関わりは、ほとんどのセンターで⤒

㦂していることも確認できた。᭦に、ヒアリング調査を通じて、提供会員の確保のために様々な手

❧てをㅮじ効果を上ࡆている事例や、ᅔ㞴な事例に対しても、行政や関係機関と連携しながら、ྠ

じᆅᇦにఫࡴఫẸྠኈとしてのファミサポならではの対応事例を知ることができた。 

これまでの⣙３㸮年の事業のṔྐの୰でึめて、全国のセンター（アドバイザー）のみならࡎ、

会員（提供会員、依頼会員、両方会員）を対象とした大規模調査を実施したことで、上㏙のよう

に、ファミリー・サポート・センター事業の現≧をᢕᥱできたことは大変⏬ᮇ的であった。しか

し、令和３年度の調査研究に࠾いては、限られた᫬㛫のなかでアンケート調査の基♏㞟ィまでが限

度であった。 

そこで、本調査研究事業では、令和３年度のアンケート調査結果に関する᭦なる分析・検証をヨ

みた。「提供会員が確保できている⩌」と「確保できていない⩌」のẚ㍑及び提供会員調査との⣣࡙

けによるࢫࣟࢡ㞟ィを実施し、効果的な広報手法の検証や、提供会員となった動機との᭷ពᛶ等の

� 対象となる子どもの年齢はセンターࡈとに異なる。
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分析・検証を行った。また、インターネット調査を実施し、「依頼会員になり得る子育て家庭の保護

者層」と、「提供会員になり得る年齢層」を対象に、全国規模でファミリー・サポート・センター事

業の認知度調査を行った。ヒアリング調査では、令和３年度の調査結果等をもとに、「提供会員の確

保出来ているセンター」、「行政等関係機関との連携がうまく出来ているセンター」から具体的取組

内容を聞き取り、さらに、実際に活動を行っている会員（提供会員、依頼会員、両方会員）個人か

らも直接話を聴く機会を得た。 

アンケート調査の分析からは、これまでの想定とは異なる結果が得られた。たとえ提供会員の数

が増加してもアドバイザーは不足感を感じ続ける、ということが明らかになったのである。その傾

向は規模の大きいセンターでみられた。一方で、小さい規模での取組は、効果の実感を得やすく、

提供会員の不足を感じない傾向にあった。これまでの「会員数」を基準にしてきた考え方では説明

できない実態や、これまで効果的だと思われていた広報手法がそうとも限らないことがデータから

見えてきた。提供会員の数ありきで問題を捉えるのではなく、これまでとは違う新たな視点で考え

る必要があることがわかった。 

また、インターネット調査の結果から、ファミリー・サポート・センター事業の認知度が低いこ

とが明らかとなった。それだけでなく、提供会員世代の子育て支援への関心の低さや、子育て家庭

の保護者が他人に子どもを預けることへの不安感や抵抗感を持っていることなどもわかった。 

ファミリー・サポート・センター事業だけの問題に限らない、我が国の子育て支援全体に通じる

課題が、改めて浮かび上がってきた。 

提供会員世代の子育て支援への無関心を理解・共感に変え、子育て家庭には、子どもを他人に預

けることへの一歩を踏み出してもらう方策が、今、求められている。 

本調査研究事業は、柏女霊峰淑徳大学総合福祉学部社会福祉学科 教授を座長とし、学識研究者

とファミリー・サポート・センターのアドバイザーから構成される「提供会員の確保方策等に関す

る調査研究検討委員会（以下「検討委員会」）」により、調査の実施や調査結果を踏まえ、精力的に

検討を行い、課題の解決のための提言及び具体的方策としてとりまとめた。 

本報告書には、ほかにもヒアリング結果から得られた取組事例や現場でできる取組の工夫等、実

践的な内容も盛り込んでいる。提供会員の確保や多様な子育て家庭への対応等に日々尽力されてい

る全国のファミリー・サポート・センターの皆様に、今回の成果を活用していただければ幸いであ

る。 
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